








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































２）「企業価値(the value of the firm)」の創造を財務論的視点からみた経営原理と考えている。
３）アメリカ経営学会誌の特集号をみよ。







へ－"Journal of Business Management" 第７号　日本経営学会、千倉書房  pp.36-47．
経営環境とステークホルダー 73
８）山城章、前掲書。
９）J. R. Shermerhorn, Management, 5th ed., John Wiley & Sons, 1996, P.115．
10）D. R. Emery, J. D. Finnerty & J. D. Stowe, Principles of Financial Management, Prentice-Hall, 1998, P.15.
11）次の文献の問題提起のなかにみることができる。
ジェームス・Ｃ・アベグレン、ジョージ・ストーク(植山周一郎訳)『カイシャ、KAISYA』講談社　1986、
(J. C. Abegglen & G. Stalk., Jr., KAISHA The Japanese Corporation, Harper & Row, 1985)。
また、バイリッヒとクーンツの文献にもみることができる。
H. Wehrich & H. Koontz, Management-A Global Perspective, 10th ed., McGraw-Hill, 1993.
12）次の文献をみよ。
E.F.Brigham & L. C. Gapenski, Financial Management-Theory and Practice, 8th ed., The Dryden Press, 1997, pp.3-
30.
13）最近における経営財務政策の一例である。経営体からの積極的な財務政策の必要性が叫ばれている。
14）経営体の精練化の過程で「経営美」を求めることになれば、各ステークホルダーに対するハードルは高く
なるといえる。
15）「企業価値」の創造の考え方は、各ステークホルダー間とのトレード・オフで考えるものではないことに
注意しておく必要がある。
16）「株価情報」が完全な企業価値を示したものではないとはいえ、経営実践では、その株価が生きているこ
とに注意しておく必要がある。日本企業の経営者は、まだ株価に対する認識が不十分であると考えられる。
17）「企業価値」の創造に関して、財務理論における「資本コスト論」の考え方が重要な役割をもつ。本稿で
は、この点に関し論及していない。しかし、ＥＶＡ、ＭＶＡといった経営財務指標では、資本コストの考
え方が導入されていることに注目しておきたい。
　資料
１）ソニー株式会社、『環境報告書2001』2001年
(2002年１月17日受理)
